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1 はじめに

東北という亡洋としたイメージとはうらはら

に,東北地方の畑作栽培は山地・山脈にはりつ

き,耕地は山林に囲まれ細かく分散している。畑

地は傾斜地が多く,1経営当たり耕地面積も小さ

いことから,基盤整備や機械化への投資が比較

的遅れてきた。このような背景から畑作地帯に

おいては,「たばこ」などの工芸作物,露地野菜,

果樹など土地生産性の比較的高い作物が選択さ

れてきた。そして,所得の増大や産地競争力の拡

大のため, これらの作目の作付け拡大がなされ

てきた。近年は花きの振興やビニールハウスの

導入がなされ,中山間地畑作経営の所得向上に

寄与してきたところである。

しかし,こ こにきて連作障害による産地生産

力の低減,農業労働力の不足,流動化の可能な土

地資源の質の低下など,困難な課題が山積し,農

業生産振興の大きな妨げになりつつある。特に,

中山問地域の畑地では,今後 10年間で耕作放棄

が急速に進むであろうといわれている。

一方,十分に機械装備をおこなった大型経営体

が広域な畑地の耕作を受託するいわば「地域輸

作」の芽も萌えつつある。ここでは,根深い問題

の中から土地利用上のいくつかの課題を取り上

げ,「地域輸作」の意義と効果を議論する。また,

地域輪作にかかせない大型経営体の機械化の間

題をいくつかの例を挙げて検討する。

2中山間地域における土地利用の状況と課題

(ll 中山間地域の状況

さて,地域輪作における土地利用型畑作物の機

械化を考える上で,受け皿となる中山問地域の

モデルを考えてみる。東北地方の市町村の58%

の234市町村がいわゆる中山間地 (平成 2年 11

月 30日 ,「農林統計に用いる地域区分の改正に

ついて」による農業地域分類)に属するが,う ち

中山間市町村の割合が高いのは岩手県と山形県

であり,岩手県では79%の市町村が中山間農業

地域に属する (表 1)。
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表 -1 東北地方市町村における各種の農業地域類型 (平成4年 ,農林漁業金融公庫より改変)

表 -2 東北地方の市町村の地域類型と農業地域区分 (平成 4年 ,農林漁業金融公庫より改変)

県 名
全市町

村数

農業地域区分 (農林統計 ) 中山間地域

(農林金融

公庫 :一部

指定含む )

過疎地域

(過疎活

性化法 )

地域類型

(農林長期金融 )
A   B    C

I Ⅱ +Ⅲ
都 市 平 地 中間 山間

青森県

岩手県

宮城県

秋田県
山形県

福島県

24

24

18

23

14

31

16

25

8

18

10

23

36(54%)
47(76%)
22(31%)
43(62%)
30(68%)
53(59%)

8   32  16  11
1   18  39   4
0    19   41    9

3  14 49  3
2   15  26   1
2   25  56   7

東北全 231(57%)

地域類型 A B― I B― Ⅱ

地域区分 平 地 中 間 山 間 都 市 平地 中間 山間 都市 平地 中間 山 間

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

‐■31

31

7

10

東北全 8 8 0 2 46 8 3

また,農林漁業金融公庫が①農林水産長期金

融協会に委託して行った「全国市町村の類型化

と分類 (平成4年 )」 から,A(農業活力が高い地

域),B― I(農業活力がやや高く経済活力が中位

の地域)および B― Ⅱ 〈農業活力が平均的で経済

活力がやや高い地域)の市町村数を地帯別に表―

2に示したD.注目すべきは,Aま たはB― Iに属

する市町村が平坦農業地域のみならず中間農業

地域にもほぼ同程度存在すること,そ して,山間

農業地域のほとんどはB―皿あるいはCに分類さ

れおり,中間地域と山間地域の間で農業活力の

格差が明確なことである。

中山間地域市町村の多い岩手県について見る

とAまたは B― Iに属する 19市町村 (県中部 2,

県南部 3,沿岸部 0,県北部 14市町村)の うち13

が中間農業地域,3が山間農業地域に属すること

であり,そのほとんどが県北部/11作地帯に位置

するということである。ただし,これらにはイン

テグレーションの進むプロイラーの生産額が圧

倒的に多い市町村が含まれている。

これら19市町村から,農業地域区分ごとに代

表的な岩手県内の市町村各3コ について,主な作

付け作物の全耕地に対する割合を示したのが表―

3である。また,同様に農業粗生産額を表 4に

示した。平地農業地域では耕種部門の中心は圧

倒的に水稲であり,これに畜産をはじめ,果樹 ,
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野菜などが組み合わされているのに対して,県  の耕種が野菜および工芸作物を中心とする土地

北部畑作地帯では,プロイラーなど肉畜あるい  利用の上に成り立っていることを示している。

は酪農など畜産が中心の地域,野菜と畜産を中  また,これら代表としてあげた市町村の周辺に

心に工芸作物を組み合わせた地域,および畜産  は,作 目構成や立地条件の類似した市町村 (いわ

と工芸作物が中心の地域の 3つに類型できる。   ばそつくりさん)が隣接していることは特筆す

表 -4中 ,稲作は当該平成 5年の冷害により,例  べきである。

年より生産額が落ち込んでいるが,中山間地域

表-3 作物別作付け面積の割合 (%)(平 5年 農林統計より)

地域

区分

市町村

名

耕  種
稲作 麦豆等 野菜 果樹 工芸作

畜 産
飼料作

作付け

面積 (ha)
類似する市町

平JL 紫波町

石鳥谷

金ヶ崎

58 70 105 06
2_8  3_2  39  05
3.3  2.7  0.7  0_2

11_0

15.7

13141711

5950

3520

5040

矢中町,北上市

水沢市

江All市

中間 岩手町

大野村

浄法寺

|●

=11 71'■
7 1_6 5.9

140 82 77 10 02
112121141 12 0   5.9   0 3  16 1

4900

2480

2150

一戸町,西根町

九戸村,玉山村

雫石町

山間 遠野市

葛巻町

安代町

1319171  3_0   7 9   1 6  4 4

47 33 52 0.8 0.6
191  83  53  01  2.8

=,‐
11

一″
■

■
６

．

6090

4040

2200

表-4 岩手県における農業活力}Iラ ンクの代表市町村の農業粗生産額内訳 (平成5年農林統計)

村

賊
齢
市町村

名

種耕 畜 産 躍
額
(千円)
脚鵬⑩
曜酪ｍ
餓耐麦豆等 野菜 果樹 工芸作瀞 肉用牛 養鶏 養豚 乳月牛

平地
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07 250 169  11
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(2)中山間地における"土地利用"を中心とす

る課題と対策

前述のような農業活力の比較的高い中山間地

域の農業生産における土地利用について,露地

野菜または工芸作物栽培を中心に考えた場合の

当面する問題をここで考えてみたい。とりあげ

る問題を,耕種部門,特に土地利用型作物を中心

として整理してみたい。土地利用の問題は各農

業部門,作物,ひいては林業や水産業ともかかわ

る総合的な評価が必要"であるが,切 り口を

絞つたほうが議論がしやすいからである。

1)土地利用型畑作物について

ここで取り上げる「土地利用型畑作物」という

表現は多分に厳密さに欠けるものがある。作物

を土地生産性の高い作物と労働生産性の高い作

物,つまり労働集約型型←→土地利用型と対比

させた場合,確かに「土地利用型作物」という

ジャンル分けができるが,ど こでそれを区切る

のが適当かは,ど ういった経営や地域を想定し

て考えるかによってだいぶ異なると思われる

(図 -1,2)。 また,「畑作物」についても,麦豆

などいわゆる普通畑作物から,畑地で作った野

菜などまで含めるか,異論もあろうが,土地利用

上はこれらをあえて区別するほうが不自然であ

ろう。そこでここでは,便宜的に以下のような区

分をして考えたい。

土地利用型畑作物=機械化などにより数 ha

単位の栽培が可能な,畑地利用作物

(10a当 たり労働時間が概ね 160時間以下の作物)

ごく単純に考えて,10a当たりの労働時間が

iO a当 たり所得 (千円)

図-1 作物の単位面積当たり労働時間と所得の比較
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1'2,^liFL3\ ,

単位 千

10a当 たり所得 〈千円)

図-2 作物の土地生産性と労働生産性の比較

概ね160時間以下であれば,年間労働力のべω0

日 (2人 ×月25日間×8カ 月)と して 211aの作

付けが可能である。また,100時間/10aであれ

ば311aと いうことになる。

土地と労働力のどちらに強く制約されるか,

それは様々である。借地などによって作付け面

積の拡大が可能であれば,1日 当たり労働報酬の

高い作物を選択し,雇用労賃の確保をはかるで

あろうし,土地の制約が強力であれば,限られた

農地に雇用も含めた可能な労働力を投入するこ

とになる。ここで筆者が想定するのは前者であ

り,農業従事者が激減する中,いかにして農地を

管理し,効率的な土地利用をおこなうかに関心

がある。

ここで,同 じ土地利用型作物の中から作物後

との労働生産性を比較する。野菜や工芸作物で

は,このような統計値が少ないため,農産物生産

費調査報告から,作柄の比較的安定した年次の

水稲 (露地野菜あるいは工芸作物に類似してい

るとの想定である)と小麦を取り上げた (図 3,

4)。 水稲では労働時間が llla規模まで激減し,

それ以上では暫減する一方,10a当たり所得も

暫減することから,1日 当たりの所得は2 5ha以

上の栽培面積では横ぱいとなる。よって,規模を

拡大することは,一定の労働報酬を保証された

状態で,利用可能な労働力を投入するというこ

とである。

これに対し,小麦では栽培面積が3haを越え

るあたりで,労働時間は暫減状態となり,10a

当たりの所得は横ばいとなる。一方,1日 当たり

所得は増加し続ける。よって規模拡大は,一定の

土地生産性を確保しつつ,機械施設の効率利用

によって労働報酬を高めることである。

中山間地の畑地を効率的に管理し,遊休地や生
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産力の低下している畑地を利用し,耕作放棄を

くい止めるためには,このようなタイプの異な

る作物を組み合わせる必要があると考えている。

この議論は,地域輪作について後述する際に改

めておこなうものとする。

栽培面積 (a)

図-3 水稲の栽培規模と収益性 (平成4年産農産物生産費調査報告より改変)
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2)連作障害による生産力の低下と地域輪作い

わゆる産地間競争力の強化,または経営体の所

得の確保のため,特定の作物 (例えばホウレンソ

ウなど施設野菜からダイコンなど露地重量野菜

にいたるまで)の連作あるいは片寄った短期輪

作がおこなわれ,めんどうな輪作体系は後回し

にされてきたきらいがある。連作障害を気にせ

ず面積拡大がはかれた初期の産地づくりから,

産地が成熟していく上で,連作障害の克服は必

須条件である。畑地造成や低利用地の圃場整備

をおこなっても,古い耕地の生産力を連作障害

により失っていては産地の活力も長続きしない。

しかし,実際に輪作体系をどのように定着させ

ていくのかは難しい問題である。土地当たり生

産性の高い野菜や工芸作物を土地生産性の低い

普通畑作物や生産性のない緑肥作物に転換する

ことは,経営体の所得低減に直結する。

命題 急がば廻れ ! だが急いで廻れ !!

(できれば廻らず急げ?)

考えられる対策は4つである。①連作障害の発

生した耕地を放棄し新たな耕地を探すまたは開

畑する ②土壌消毒をするまたは耕土剥取,盛
土などをおこなう ③生産性の高い作物での輪
作または休裁期の短期輪作をおこなう そして,

④地域間や経営間で輪作をおこなう。この中で,

①から③までは実際に農家が選択している対策

である。④は最も実現性が薄いかに見えるが,し

かし担い手の不足が深刻化する中,小数の経営

体に地域の農地管理を委託せざるを得ない状況

では 経営体が耕地を交換する,または広域に

耕地を賃借・受託して輪作作物を栽培する「地域

輪作」の意義が増すのではないかと考えている。

3)作業の軽量化・省力化と傾斜地など条件不

利耕地への対応

一方,畑作物の機械化は,耕起・耕うん作業か

ら,施肥作業やマルチング,播種作業や運搬作業

など多岐におよんできており,近年では葉菜類

の移植や根菜類の収穫の作業機の開発が進展し

ている。しかし,大型機械の搬送,収穫物の収納

と搬出,残さ・残資材処理,大部分の野菜の収穫

など,残されている課題が多い。。また,多作物

にわたる作業のうち,管理作業や関連作業につ

いてはできるだけ汎用作業機としてシステム化

をはかることが望ましい。

さらに,既存の"天塩にかけた"栽培体系 (例

えば育苗・移植など)も場合によって見直し,作

業の合理化をはかることが求められる。畑作経

営において,機械化を中心とした作業の省力化

は,個々の作物の組み合わせによる経営システ

ム全体の改善と表裏一体の課題である。やや大

きな経営体にとって (その地域にとっても),例

えば雇用をどうするか,今後の農地管理をどう

するかといった根本問題と関連づけた評価が必

要である。

今後,中山間地域の畑地の管理機能が急速に

失われ,耕作放棄地が激増する可能性が高い。耕

作放棄は,農道の不十分な耕地,傾斜や区画が機

械化に適さない耕地,分散した遠隔の耕地,耕土

が浅い 。排水不良など生産力の低い耕地から始

まっている。これらのいわば条件不利農地で個

人が管理できなくなったところを,ど うするの

か。地域資源として,何がしかの対策によって管

理していくことが必要である。そのためには,高

齢化する従事者に対応した作業の軽量化,遊休
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農地の管理作業受委託のための省力化または省

力化可能な作物の導入が必要であり,限 られた

担い手の機械装備の充実は一層求められるもの

と思われる。また,新たに装備される機械は,傾

斜地など条件不利農地に適合したものでなくて

はならない。

主業型農家あるいは認定農家などが,条件の

整備された農地のみでなく,条件不利地まで受

託あるいは賃借するためには, どのような対策

が必要なのかは困難な問題である。また,機械化

によって余剰となった自家労力や雇用労働力を

どこに振 り向けるのか,機械化は「雇う側=産

業Jと「雇われる側=地域社会」の立場,どちら

の視点も重要であることは強調されるべきであ

る。そのためには,地域的な広がりや担い手に公

共性を持たせるなどの新たな視点に立った取り

組みが必要であると考える。

命題 作業を合理化 (機械化,軽量化,省

略・省力化)し土地資源を管理せよ !

41 “環境にやさしい"農業技術への関心の高

まりと輪作

環境保全型農業,いわゆる「環境にやさしい農

業」について,各地で生産や事業,研究などがさ

かんにおこなわれるようになってきた。農業の

持つ二面性一環境を保全・かん養する善者の立

場と,マイナス要素の発生源として加害者とし

ての立場一のうち,主にマイナス面を減らそう

というのが根本にあり,これに“安全な食への志

向"や “本物の食へのこだわり"と いった消費者

の視点,その他商売っ気たっぷりの話などが組

み合わされている。生産する立場に立てば,資材

の適性な低減によるコス ト削減や,そ ういった

農産物が高値で取引されることは好ましい。診

断にもとづいて必要な防除や施肥を最小限で行

うこと,輪作を含めた総合防除によって防除効

率を高めることなどは各方面から比較的受け入

れられやすい技術である。一方,よほど膠着した

栽培技術でない限り,投入資材はさほど過剰に

はなっていない場合が多く,各資材の不適切な

低減が収量や品質の低下をまねき,かえってコ

ス トやエネルギーの高投入になる場合もある。

特に,畑輪作を考える上では,リ ン酸の適水準

や窒素吸収量などの大きく異なる作物を前後し

て作付けする場合が多く,輪作によって病害虫

の発生程度も異なってくることから,診断にも

とづいて施肥水準や防除水準,堆厩肥施用量な

どを適正に (特に多すぎないように)管理してい

くことが必要である。

命題 求められる低投入持続型農業

(誰が何を求め,誰が何をめざすのか。)

以上,中山間地域において土地利用型作物を

中心とした土地利用をすすめる上での課題を図5

に整理してみる。特に,対策としては個別経営体

の生産活動の支援のほかに,条件不利耕地の管

理や地域労働力の雇用緩衝などの公共性を評価

し,必要な援助装置をしくむことが有効ではな

いかと考える。また,広域的な農地を集積した経

営体の出現や,産地イメージの醸成など,市町村

の枠組みを乗り越えた広域的な取 り組みなくし

ては前進が困難と思われる課題も少なくない。
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ア 連作障害
露地野菜に特化した栽培では,収益性は高いが,連作障害が多発する。
普通作物などとの輪作を組むと当面する所得が低下する。

イ 雇用労働力確保の不安
露地野菜では夏季間の労働ピークを雇用労働力に頼る場合が多いが ,

年間雇用は難しく,将来の雇用確保に不安が大きい。
ウ 耕地の分散
新たな耕地の借入 ,特に面積のまとまった耕地の借入が困難になってき
た。一方 ,公共牧場などまとまった耕地の更新・輸作も必要である。

工 流動化
土地の利用権や利用目的の固定が流動化の制限のひとつである。

オ 大規模機械化の遅れ
大規模作付けに適した機械・施設の装備は遅れている。

大型の土地利用を進める場合 ,新たな投資が必要である。
力 傾斜畑
傾斜畑が多 く,生産性向上や効率作業の向上がむずかしい。

化に -7'タカ| る対1策

(地域資源 )
ア 広域的な土地の貸借
野菜作農家 ,畜産農家 ,普通畑作農家間の土地の交換や貸借により
連作障害を回避 し,ま た合理的な輸作経営を展開する。

イ 有機物の利用
農地造成や土地交換に伴う休作期間に鶏糞など地域に豊富な有機物の

利用をすすめ,地力の増強をはかる。
(人的資源 )
ウ 作業の機械化
作業軽減のため機械装備を充実する。その際は,作業の受委託による
機械投資の効率的回収や,地域雇用を考慮する。

工 遠隔地 ,傾斜地 ,狭小農地の管理
まとまった耕地の流動化とともに,耕作のむすかしい農地の省力的な
管理をおこなう。地域の雇用を作出し,公共性のある取り組みが必要。
(気候資源 )
オ 冷涼気象を活か して資材投入量を低減
防除など発生に応じて効率的におこなうことで作業も軽減される。

(文化的資源 )
力
 兌弁釜花象言鷹漁瞥鼎機まで近隣市町村同士は近似している。広域的
な施策協調や共同施設の建設により,広域的な土地利用も促進する。

キ アグロツアーリズム
作目のまとまり,広がりをアピール。
残さ (廃プラなど)処理の機械化・集中処理をすすめる。

図-5 中山間地における土地利用上の課題といくつかの対策
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3地域輸作の可能性

ll)地域輪作の意義

前述 (図 5)したように,ある程度の公共性と

広域性のある視点から農業生産要素を「地域資

源01 としてとらえた場合,農業生産活動も公

共性と広域性を持っていると考えられる。第2

項の{1)で述べたように,農業立地条件や作付作

物が類似した市町村は近隣し合って存在してい

る。いくつかの市町村にまたがった共通する農

業地域が広がっているのである。そして,耕地は

条件不利性や連作障害などによって,利用率

の低下が懸念されている。また,担い手となる農

業生産経営体は数少なくなっており,今後,耕地

の管理はこの小数の経営体に依存せざるを得な

い状況が進行しつつある。

そこで,これら小数の経営体が,類似した近隣

市町村の枠を越えて,互いに地域資源を交換し

合うこと,遊休農地や生産力の低下した農地の

管理に乗り出すことが必要ではないかと考える。

例えば,野菜農家では連作障害によって耕地が

疲弊し,何とか輪作したいと考えているが,労働

力や機械装備などから不可能である。一方,普通

畑作物用の大型機械を装備し,作付け拡大を望

んである農家があると想定しよう。普通畑作農

家は,当然普通畑作以外に基幹となる作目があ

るわけだが,まだ労働力に余裕がある,または雇

用の周年化をめざしているとする。そこで,複数

の野菜農家の耕地を賃借し,輸作をおこなう。野

菜農家は,輪作栽培を肩代わりしてもらうわけ

である。その際の地代負担をどうするかは重要

な要素である。双方にメリットがあるわけだか

ら,借 り手が借地料を支払うのが当然であると

いうことは一概にはいえず,状況によってその

負担関係は変わるはずである。岩手県において,

実際にこのような野菜と普通作物の農家間で地

域輪作を行っている事例はないが,集落内の農

家の間では,工芸作物と飼料作物,小麦を土地交

連作畑地の

一部を賃借

し輪作

a農家

基幹作物

(土地利用型 )

+

普通畑作物

輪作体系を組む畑地を借出

公共牧場組合

更新期の公共草地の

一部を貸出 し地力増

強

↑作業管理委託

d農家

耕作放棄地

図-6「地域輪作」による畑地貸借の概念
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換により輸作している例がある。

また,公共牧場において更新期にある草地を

牧場利用組合から賃借し,野菜農家が野菜を作

付けする場合を想定すると,野菜農家からすれ

ばまとまった耕地を利用して機械化した効率的

な作付け体系を取ることができるし,公共牧場

では更新期の野菜栽培時の堆厩肥や肥料の施用

の残存による地力の増進が期待できる。地域輪

作のイメージを図 -6に示す。

12)地域輪作の事例

ここで大規模畑作経営体の事例をもとに,地

域輸作の実際を考察する。

表5に ,雇用を安定的に使い,輪作をおこなって

いる法人経営の例を示した。このような経営体

はごく少数であるが,広域的な耕地や委託作業

の受け手としての大きな役割を果たしている。

この経営体は,麦類,大豆,ソバを中心とする

5年 7作の輪作体系を畑地 (転換畑を含む)利用

の基本としている (表 -5)。 また,水稲作業など

のべ 230haの作業部分受話を行っている。

耕種部門の申で,麦類および大豆については ,

60kmほ ど離れた他のB町の大規模な畑地を全

面作業受託しており,作業機械や労働力は本社

から2時間近くを要して運搬することになる。本

来の地域輪作からすれば一定期間の輪作の後,B

町の農家との土地交換をおこない,地力増強効

果を還元したいところであるが,土壌条件が良

くないため,当該経営体による農地管理が続く

ものと思われる。

生産された穀類等の一部は,低農薬でふるさ

とのイメージの重なる「特産物」として,地場加

工し消費に直結した販売をおこなっている。専

従作業者は 12名 ,周年雇用が 16名であり,地場

雇用の創出に貢献している。

表-5 岩手県南部の中山間農業地域に位置するA農事法人の輪作と経営規模 (平 6年 )

基本的な輸作体系

夏ソバ→麦類→緑肥 (豆科 )→麦類→秋 ソバ→ダイズ→ダイズ

耕  地 自作地   3 3ha
借地及び 212 2ha
全面受託

作業体制 専従作業者 12名 (役員 3名含む)
作業員 (周年雇用)14名,事務 2名

耕 種 受 託 加 工

作物名 作付け面積 受託作業名 受託面積 加工品名 生産量

水稲

麦類

豆類

ソバ等

野菜

39 ha
66

75

34
15
(全面受託含 )

米乾燥調整

一般作業

ｈａ
Ｍ

６０

１７０

味噌

もやし等

30t

2,1

主な機械

装備

トラクタ9台,コ ンバイン5台 (普通型 3,自脱型 2)

プームスプレーヤ2台,フォークリフト1台 ,
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0 地域輪作の意義と課題

地域輪作の利点の大きな点は,広域的な土地

の貸借,輪作によって耕地の高い生産力が保た

れることであり,貸し手にとっても連作障害の

解消や堆厩肥の施用による地力富化などのメ

リットがある。産地になって間もないところで

は,産地拡大が優先し,持続的な輪作体系はどう

しても後回しになりがちである。露地野菜産地

がその産地活力の維持するためには,輪作作物

の栽培管理を受け持つ経営体を醸成することが

有効ではないか。

また,耕作管理がもはやできなくなった耕地

の管理受託先としての大きな役割を有する。労

働生産性が高く,わずかの労力で管理ができる

作物はこのような場面に適している。

借地によって規模拡大を考える経営体に対し

て,広域で宣伝・支援し耕地管理を委託するシス

テムをつくるわけである。

輪作作物として草地を考える場合は,個々の

畜産経営と公共牧場とでは,その対応は異なる。

個々の畜産経営体の草地では,土地の交換や賃

貸借が相対で調整できるが,公共牧場の場合は,

利用権や事業目的の制約について構成員や自治

体との調整が必要となり,草地を借り受けする

ことになる。その際の,土壌改良費や更新費用の

負担を調整することは重要である。

地域輪作の醸成にとって困難なことは,広域

的な農政プランの合意が形成されにくいこと,

複数の市町村間の調整は県単位の組織が役割を

担っており,小回りのきく対応力ヽしにくいこと,

補助事業の実施主体の設定が難しいこと,耕地

貸借の情報が不足していること,そ して何より

貸し手が広域的な土地利用調整を必要としてい

るか否かである。市町村内の農地流動化がなか

なかすすまない要因としては,貸し手の資産保

有意識,借 り手の条件不利農地の敬遠などが主

に考えられるが,まず,借 り手の条件整備を進め

ることが先であろうと思う。

地域で必要な輪作や遊休農地の管理をおこな

う経営体を創出するためには,公共性,公益性の

ある部分を評価し,その部分については地域で

整備することである。輪作作物の栽培管理や広

域的な管理機械の移動のために必要な機械・施

設投資は公共的に一定部分の助成をおこなうこ

とが必要なのではないか。また,経営体が受話す

る耕地については,ど こまでを地域として管理

するか,あえていえばどこまでの条件不利まで

を対象とするかを調整する必要もある。貸し手

は一定の条件不利農地の委託を求めるし,受託

する経営体はそろばんをはじくであろう。よっ

て,条件不利地の地代を誰が負担するのかは重

要な問題である。

また,短期間の貸借においては,借 り手側が地

力の増強にあまり熱心でない, といった事態に

もなりかねない。やはり,一定期間の土地交換の

契約や,交換サイクルの約束,地力増強分をどう

評価し,借地料金に反映させるかも課題である。

4地 域輪作における輸作体系

{ll 土地利用型畑作物の輪作体系

東北地方の土地利用型畑作物で問題となる土

壌病害虫には,次のようなものがある。

このような土壌病害虫を主とする広義の連作

障害を回避するため,輸作と抵抗性品種の利用

に薬剤処理を組み合わせた作付体系を考える必

要がある。例えば,キタネグサセレンチュウに注
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目すると,キャベツ,レタス,スイートコーンな

どは線虫密度を増加させるため,その後休栽期

に線虫密度低減効果のあるマリーゴールドや野

生エンパク lAN7ena sterttOSa)な どを導入す

ることが望ましい。一方,ダイコン姜黄病の対策

としてはレタスなど他の作物との輪作が望まし

い。これらの事柄を総合化すると,次のような輪

作体系が考えられる。

また,耕地がまとまっている公共牧場等での

更新期の草地と露地野菜の輸作も,草地の生産

力維持のために有効である。

岩手県では現在。県北畑作地帯の岩手町にお

いて,図 -7のような露地野菜を中心とする輸作

体系の実証を行っている。.輪作体系は緑肥作物

を含めて,4年 7作を想定している。

その結果,輪作によリキタネグサレセンチュ

ウの土壌中密度が低く抑制されており,ダイコ

ン萎黄病も少発生でコントロールされている。

表-6 土地利用型作物で問題となっている主な
土壊伝染性病害虫

主な作物 発生する主な土壊病害虫

キャベツ 根こぶ病,姜黄病

レタス 軟腐病,すそ枯病,キタネグサレセンチュウ
ハクサイ 根こぶ病,軟腐病,尻腐病

ダイコン萎黄病,キタネグサレセンチュウ,軟腐病
コムギ 麦類萎縮病,小麦縞萎縮病,立枯病

その他,この輪作体系の実証においてねらいと

する効果は図-7に示すとおりである。

表-7 輪作によるダイコン萎黄病の発生程度
(平成 6年 7月 ,岩手農試)

No 区 名 萎黄病発病株率 (%)

1

2

3

ダイコン→ 小麦 ―巨ヨ→[互 ]ヨ 下キャベツ了

実 証 圃
キャベツーダイコン輸作

ダイコン連作

0

06-3
19-63

野生ツハ
・ク

予察にもとづ く防除←

土壌線虫密度抑制 ←

上壊病害の増加防止←

雑享発生量の低減 ←

予察にもとづ く防除←

農薬の節減
→ 施肥窒素の残存

→ 有機物 (緑肥〉

,有機物 ∝ 澤 )

→ 有機物 〈そば得)

肥料の節減

→有機物 (緑肥〉

図 -7 モデルとした輪作の効果
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①

②

[1年目]

キャベツ→野生エンバク

ダイコン

[2年目]
→レタス→野生エンパク

→普通畑作物

[3年目]
→ダイコン
→キャベツ→野生エンパク

密度抑制 ←



(2)輪作体系の経営上の課題

前述のように輸作をきちんと考えることは ,

産地の維持と低投入生産に極めて有効だが,一

方,経営体から見ると収益性を圧縮しかねない

やっかいな問題である。

経営規模別にいくつかの輸作体系の経営試算

を行ったものが表 -8である。試算は岩手県の標

準技術体系を単体表とし,線形計画および試算

計画によっておこなった。

経営規模が 3 haの場合,野菜に特化した栽培は

所得や家族労働力の利用率が高い (表 -8中 類

型①)が,連作障害を回避するため耕地の4分の

1を ,作業機を賃借し普通畑作物を導入すると収

益性が顕著に低下する (類型②)。

経営規模が大きく (6ないし9ha)なってもこ

の傾向は変わらないが,野菜のみでは雇用の必

要性が増加する (類型④,⑦)のに対して,普通

畑作物を組み入れると農家所得はやや低下する

ものの必要労働力が低下し,1日 当たり所得は向

上する (類型⑤,③)。 ただし,普通畑作物の栽

培にあたって必要となる普通型コンバインや収

穫物の搬送,乾燥などの経費は賃借により考え

表 -8 線形計画および試算計画による経営規模別経営モデル

類

型

経営

面積

(ha)

労働

力

(人 )

物作

作付

面積

(ha)

粗収益

(千 円 )

費 用

(千円 )

農 家

所 得

(千円 )

1   日

所 得

(千 円 )

家族労働力

利用率 (%)

(雇用のべ人

①
　

②

　

③

３

　

　

３

　

　

３

つ
４
　
　
　
　
つ
乙
　
　
　
　
０
４

露地野菜

露地野菜
+麦豆
露地野菜

貸地

30

22
08
23
07

14

9

11

6.322

3,900

4,801

160

122

149

631

52 6

516

④

　

⑤

　

⑥

６

　

　

６

　

　

６

３

　

　

３

　

　

３

露地野菜

露地野菜
+■2,アマランサス

露地野菜

貸地

60

40
20
45
1 5

17

10

11

10,467

9,187

8,386

121

176

141

76 3
(雇用 179人 )
57 7

660

⑦
　
③
　
⑨

９

　

　

９

　

　

９

３

　

　

３

　

　

３

露地野菜

露地野菜
+麦豆そば
露地野菜

貸地

90

48
52
68
22

40, 27.236

13,958

18,456

13,605

11,145

11,479

106

166

180

88 6
(雇用482人 )

605
(雇用 125人 )
70 7

(雇用 220日 )

⑩

　

⑪

2412
(惜地 20ha)
1912
(借 地 15ha)

麦豆そば等
+露地野菜
麦豆そば
+露地野菜
+水稲

216
22
151
15
20

15,796

14,876

7,583

8,490

165

17 3

66_8
(雇 用 162人 )

712

注)・ 露地野菜 (キャベツ,レタス,ハクサイ,ダイコン,ゴボウ)を中心に,作型分散を考慮した制約条件下,

線形計画をおこない,そのなかから試算計画をおこなった。
・普通作物 (コ ムギ,納豆用小粒大豆,アマランサス,ソバ)は,汎用コンバインの利用を前提としたが,

機械利用経費は栽培面積にかかわらず一定とした。

・雇用労賃は700円 /時とした。また,借地料は10,000円 /10aと した。
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ている。

次に連作障害回避などのため畑地面積の 4分

の1を輪作作物栽培農家に賃貸 (または借地の返

還)し ,自 らは野菜栽培に専念する場合を考える

と,所得や労働力利用率は低下するが雇用を用

いずに高い日所得を確保できる (類型③,⑥ ,

⑨)。 一方,自作地での小規模の露地野菜や水稲

を作付けしながら,普通畑作物の栽培を借地で

行う経営体の試算が類型⑩,①であるが,家族労

働力2人で,類型①に比し,所得および労働力利

用率が高い。

ここでは機械利用経費を面積にかかわらず一

定としたが,今後普通畑作物の機械利用経費を

実データをもとに試算することが必要である。

また,各作物の収量を災害などの無い場合の目

標収量として設定したため,実際の経営におい

ては,作柄の年次変動が大きく,粗収益や所得も

表-8の試算を下回るであろうことに注意する必

要がある。

5中山間地における土地利用型畑作物の機械化

体系の課題

(D 野菜 (葉菜類)移植機の性能と導入効果

次に,中山間地域における地域輪作を提唱する

上で欠かせない条件である作業の合理化,省カ

化について検討したい。西暦 2000年 には,岩手

県のほぼ全域で農業就業人ロー人当たり耕地面

積が2h2aを越えるとする予測もあり6),機械化は

緊急の課題である。まず,始めに露地野菜の省カ

化を例にとり考えたい。

土地利用型野菜類の作業において,労働力を

多く必要とし,かつ手作業に頼っていいる部分

は,育苗,移植,収穫作業である。それぞれの作

業について各作物ごとに作業期の開発がすすめ

られているが,現在,生研機構と共同研究会社に

よる農機緊急開発事業の中から,成果として,

表-8のような「野菜全自動移植機」が開発され

た。この事業においてはいくつかの共通した設

計をもとに,共同研究会社が開発をすすめてい

るが,その共通した設計とは,①乗用4輸駆動2

条植え,②輪距90,120clll,③ l条当たり毎分60

株の植え付け速度を確保し,④セル成型苗は規

格トレイ (128及び200セル)に対応することで

ある。乗用移植機の性能については現在試験中

であるが,普及をはかるためには傾斜など不利

な条件にある程度適応し,適正な価格であるこ

とが必要である。

野菜移植機のうち,歩行型の移植機はすでに

いくつか市販されているが,その傾斜畑地 (黒ポ

ク土)での性能をレタスの移植作業を例にとっ

て検討した結果,固場傾斜5° では良好な作業が

できた (表 -10)が,傾斜 10° ではスリップ率

大きくなる結果,株間の変動が大きくなり,移植

精度や操縦性が低下した。

中山間畑地では,固場の傾斜がまちまちで,し

かも両傾斜である場合が多い。このような畑地

に対応するためには,高出力でバランスの良い

乗用移植機の開発に期待するところが大きいが ,

あわせて畑地基盤の整備も平行してすすめ, こ

のような作業機が導入できる条件を整備する必

要がある。

この歩行型野菜移植機の導入にあたっての経

営試算を検討した (岩手農試経営部 畠山ら,文

献省略)。 移植機の固定費470,658円から算出し

て,作業負担下限面積は5 3ha/1台 となるが,稼

働面積を4haと した場合,労力は 280時FE5(35
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人)節減され,経費は191,520円高くなる (表―  間稼働しなくてはならない。

11)。 そこで 10haを稼働すると,労力は700   なお,移植機の導入にあたっては,オペレータ

時間 (88人 )削減され,経費は 10a当 たり  の確保や定植作業の受委託,雇用とのかかわり

227,100円節減される。ただし,1台で 5～6ha  を検討する必要がある (図 -9)。

の移植作業をおこなうには,1日 6時間で30日

表-9 野菜全自動移植機 (乗用型)の諸元 (生研機構資料)

開発機 種     出  力    植 付   全長  重量   本体母体
(ps)     方 式   (all)  (kg)

パルプモールド苗用   92 ガソリン  鋏持爪  380  750  乗用管理機
セル成型苗用A    135 ディーゼル  開孔器  325  820  小型トラクタ
セル成型苗用B     45 ガソリン    〃    300  505  田植機

表 -10 野菜全自動移植機 (歩行型)の性能 (平成 6年 岩手農試,大里ら)

開発機種
       lp:l    i l     (m/s)     llらぶ 1り] 菫曇

上 り  下 り

パルプモールド苗用  125ガ ソリン 鋏持爪  023  026 40～ 68 0  87°
セル成型苗用     22 ガソリン  開孔器  023  026 48～ 56 3  87・

表 11 野菜全自動移植機 (歩行型)の経費試算 (10a当たり円,岩手農試畠山ら未発表)

作  業
苗育 植移

合計
物財費 労 賃 物財費 労 賃 (作業時間 ) 固定費

機械移植
手作業

24,365
21,262

38,665

39,826
3,900

13,000

3時 間

10時 間

11,766

0

78,8
74,0

備  考 使用機械 :歩行型全自動野菜移植機 (セ ル苗用), 価格 :141万 円
作業能率 :10a当 たり3時間 (う ち苗運搬0.5時 間とする)
稼働面積 :4 ha  =1日 6時間/(3時間/10a)X10日 /月 ×2カ 月
労賃単価 :1,300円 /時とした
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また他の作業についても,経営の発展過程で

規模に応じた機械装備がなされており(表-12),

特にトラクタ台数,防除機の大型化などが注目

される7、 今後は作物残さや廃プラ残さの処理の

ための装備,収穫物や大型機械の搬送,収穫作業

機などの装備が必要と思われる。

また,工芸作物のたばこについても,近年,高

架作業車のような複合作業機の開発がなされて

おり,圃場条件の整備と機械導入による作業の

軽量化,省力化が必要である。

(2)普通型コンバインによる普通畑作物の収

穫作業の省力化

普通畑作物においては,様々な輪作作物に対

応した播種機,中耕管理機,収穫機,乾燥調整施

設の装備が,高い労働生産性を追求する上で必

要である。ドリル施肥播種機あるいは真空播種

機の普及によって播種作業の省力化は進んでい

る。近年,豆ソバ用コンバインおよび汎用コンパ

インが開発・市販されており,普通畑作物を一手

に収穫できる。豆・ソバ用コンバインによって,

特定用途向け大豆や地域特産として技術開発中

のアマランサスなどの収穫作業の精度や能率を

調査したところ,10a当 たり17～34分間,損失

10%以下で収穫が可能であつた (表 -13,高橋昭

喜ら 未発表)。 なお,汎用コンバインによる収

穫作業時間は,10a当 たリコムギで 129分間,

ソバで 76分間,ダイズで 195分間であつた。

収穫作業請負料金を 10a当 たリコムギで

11,000円 ,ダイズ9,876円 とし,作業可能期間

を10日 とすると,汎用コンバインの各作物ごと

の負担面積と下限面積は表 -14のとおりとなる

が,実際は複数の作物に使用することになるの

経営規模の拡大 ,他作業に従事
余暇の満喫

経営規模拡大に伴う他作業に従事
他の雇用機会に従事

移植機オペレータ,苗運搬 ,機械搬送

↓
↓
　

↓
↓
　

〓

図-9 野菜移植機の導入効果

表 -12 岩手県北地域の規模別野菜農家の機械装備の例 (調査農家平均,岩手農試)

家族労働力の余剰

雇用労働力の余剰

栽培面積 (ha) 1～ 3 5～ 10 10～ 20

主な野菜

機械装備  トラクタ
防除機

調整機

トラック

家族労働 (人 )

雇用労力 (人 )

借地面積 (ha)

レタス

キャペツ

1

動噴

軽 トラ

2

レタス

キャペツ

ダイコン

2

(プーム)

2t

22

1

レタス

ハクサイ

3

ブーム

2t

31
臨時雇用
4

ダイコン

キャベツ

3

プーム

洗浄施設
2t

32
季節雇用 6

15

ダイコン

キャベツ

ハクサイ
4
ブーム

洗浄施設
4t

3

季節雇用 16

29
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で,条件は緩やかになると思われる。

大規模llE作栽培をおこなうためには,真空播

種機,乗用管理機による中耕,フ レコン運搬用ク

レーントラック (コ ンバイン搬送を含む)などの

機械装備が必要である。これらの機械作業を組

み合わせて,輪作体系において普通畑作物を大

規模に栽培することが可能となる。特に,アマラ

ンサスや黒平大豆,小粒大豆といった特産作物

の省力栽培や,コムギの高子実水分での収穫な

ど高品質生産にもつながるものと期待している。

地域輸作の核となる経営体が十分な機械装備を

持って,地域の土地資源を省力的に管理するた

めには,受けl llである経営体が機械装備に見

合った農地を確保し醸成することが必要である。

6  おわ りに

中山間地域において,耕作放棄の急増が予測

される土地資源,特に畑地を持続的かつ有効に

使い,限られた労働力を活かした労働生産性の

高いをおこなうための対策のひとつのとして,

「地域輸作」を提唱した。この考え方は以前から

地域複合や農地流動化で検討されてきたもので

ある。しかし,中山間地域において担い手農家が

減少することが明確に予測される状況で,市町

村農政の枠を一歩広げ,近隣の類似市町村をま

とめた農業地域において,土地交換や貸借によ

り広域的な輸作を受託する経営体をモデル的に

考察した。主に考察の対象とした岩手県北部畑

表 -13 普通型コンバイン (豆ソパ用)による畑作物収穫の作業精度 (岩手農試 高橋ら)

表 -14 汎用コンバインの負担面積と下限面積 (昭和 62年 岩手農試 小田原ら)

作 物 名 水  稲 コムギ ダイズ ソ  バ

負担面積(ha)
下限面積(ha)

170
151

27_8
20 4

156
23 3

20.4

間

の収穫作物名 品種など

作業

速度

(m/S

刈高

(cm)

穀粒の割合 (%) 穀粒日

流量

(kg/h)

作業時罹

(タト/10a
穀 粒  口

損 失
完全粒 損傷等

ダイズ(小粒 )

ダイズ(黒平 )

アマランサス

コムギ(高子実
水分393%)
アズキ

ソ  バ

東北 H5号
王山在来

メキ シヨ系

ナンフ
゛
コムキ・

岩手大納言

岩手中生

061
0 63

0 48

041

0 44

0.85

120
83

29 3

19_1

72

32_0

983
917

90 5

97 8

90_5

93 4

0 1

0.8

0 1

03

03

16
75

95

1.4

92

6_2

896

797

747

1,108

417

393

172

25

30 4

34 3

194

注)圃場条件 :面積 30a、 傾斜 0～ 2
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作地帯において,野菜栽培と輪作を組もうとす

る普通畑作経営や畜産経営はすでに存在する。

今後さらに担い手が不足するとなれば,これら

の農家に,近隣農地や血縁農家のみならず地域

的・広域的な耕地管理を担つてもらう必要があ

るこのような経営体は,土地利用,土地生産性維

持や労働力の広域的な調整役としての公共的な

役割も有することから,機械施設装備の助成,地

代負担の軽減,公共牧場草地の更新時の利用調

整や,遊休候補地の公共的な基盤整備など,いわ

ば「周辺からのサポート」が必要であると考え

る。

土地流動化は根が深い課題であるし,まして

広域的な利用調整は相当な困難を伴う仕事であ

る。また,対象地域において労働生産性の高さを

利用した大規模な普通畑作物経営体は未だ存在

しない。流動化装置として基盤の整った転換/1B

の

5)

6)

が存在しないことが平坦地域と大きく条件の異

なるところである。しかし,高い農業活力を持っ

た中山間地域において,連作障害や遊休農地の

広域的な利用調整,作業の省力化といつた課題

は決して解決不可能な問題ではなく,緊急に解

決しなくてはならない問題である。将来,数少な

い経営体が条件不禾1耕地をかなり含めた地域の

農地資源の管理をどうやつて担っていくのか,

それは私的経営体の営利と公共的な役割をどう

分けて評価するかに係るように思える。

本年度から,機械装備を含めた実経営規模の

モデル実証をおこなつているが, このような受

け皿となる経営体の醸成が起爆剤になって,将

来,地域資源を活かした「地域輸作」経営体が多

く出現しネットワークを形成することを期待し

たい。
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